
33,349,794
42,801,142
87,314,600

8,764,000
10,641,060

38,316
2,011,214

174,092
2,439,246
2,725,536

27,551,584
658,907

2,329,392
12,883,200
1,248,500
2,502,104

70,600
1,281,500

24,097,709
50,000,000
1,042,800

【営    業   利　　益】

1,466,071
53,477

【経   常    利　　益】
【特   別    損    益】
　　固定資産除却損 4
【税 引 前 当 期 純 利 益】
【法人税・住民税及び事業税】
【当  期  純  利　益】
【繰越利益剰余金期首残高】
【繰越利益剰余金期末残高】

  損  益  計  算  書

 【営   業   収   益】
    売     上     高

学校法人 福岡大学 収益事業会計部門 (単位：円）

      受取手数料収入
      不動産賃貸料収入
      施設貸付料収入 163,465,536

自  令和６年４月１日   至  令和７年３月３１日

    通    信    費
    電    力    費

【販売費及び一般管理費】
    人    件    費
    支 払 手 数 料

    水 道 光 熱 費
    消  耗  品  費
    修    繕    費
    租  税  公  課
    損 害 保 険 料
    賃    借    料

　　現  物  寄  付

    業 務 委 託 料

    受  取  利  息

    清    掃    費
    保　　全    費
    雑          費

67,278,212

    減 価 償 却 費 

13,005,776

3,552,776
10,972,544

【営   業  外  収  益】

14,525,324

4

150,459,760

    施 設 除 却 費

    雑　　収　　入

　　学校会計繰入支出

14,525,320

1,519,548

56,305,668

 



    （単位：円）

( 461,272,896 ) （ 34,072,043 ）

459,145,595 前  受  金 6,787,864

913,577 未  払  金 13,242,872

1,213,724 未払法人税等 3,552,776

( 427,366,353 ) 未払消費税等 10,488,531

( 427,366,353 ) （ 0 ）

43,725,167

374,848,514 ( 34,072,043 ）

4,700,420 （ 854,567,206 ）

4,092,252 787,288,994

( 0 )   利 益 剰 余 金 67,278,212

純資産の部合計 854,567,206

888,639,249 888,639,249

令和　７年  ３月３１日  現在

固   定   資   産

  有形固定資産

貸    借    対    照    表

学校法人  福岡大学  収益事業会計部門

資   産   の   部 負  債  及  び  純　資　産  の  部

科           目 金       額 科          目 金       額

土        地

建        物 負債の部合計

流   動   資   産    流  動  負  債

現 金  預 金

前　 払　 金

未　 収 　金

   固  定  負  債

資産の部合計  負債及び純資産の部合計 

構   築   物 純　資　産

     大学会計より元入金

   無形固定資産

器具及び備品



(注記事項)

重要な会計方針

　１　有形固定資産の減価償却の方法    平成１９年３月３１日以前に取得したもの　　旧定額法

    　　　　　　　　　　　　　　      平成１９年４月１日以降に取得したもの　　　　定額法

　２　無形固定資産の減価償却の方法　　定額法

　
　４　消費税の会計処理方法　　        税込方式

貸借対照表関係

　１　有形固定資産の減価償却累計額     681,092,359円

　３　収益及び費用の計上基準

　      受取手数料収入は、主に、学生及び教職員への福利厚生並びにサービスを目的として行う自動販
　　　売機の設置及び物品販売に係る顧客との契約に基づき、当該販売に応じて契約時に定めた割合の手
　　　数料の入金時点で収益を認識しております。
        なお、不動産賃貸料収入及び施設貸付料収入については、貸手のリースに含めており、リース取
　　　引として処理しております。

収益認識に関する注記

　「重要な会計方針」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 


